
平成 14年 10 月 21 日 

 

道路関係四公団民営化推進委員会事務局 殿 

 

 

国土交通省 

 

 

猪瀬委員の「10 月 10 日付国土交通省からの回答に対する質問」に対する回答について 

 

 

平成 14年 10 月 17 日付けで依頼のあった標記について、別添の通り回答します。 
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10月 17日付け「10月 10日付国土交通省からの回答に対する質問」への回答 
 
 
□ 10 月 4 日及び 10 日付国交省からの回答について 

 

 ここでは、9 月 24 日猪瀬委員ご提案のケースの前提条件についてのことを指摘している

のであり、現在においてもご回答いただいていないという認識に変わりはない。 

 

 

□ 10 月 10 日付国交省からの回答について 

 

再三申し上げたとおり、免許保有率を含めた全てを現況値に固定して推計するというケ

ースについては、免許保有率について 10 月 4 日付国土交通省ヒアリングの際に詳細に説明

したとおり、将来の年齢階層別の免許保有率について、世代の「塊」の特性を無視し、大

幅な免許の未更新を想定するという、非現実的な想定である。このようなケースをもって

して、モデルを修正する根拠として用いることはそもそも困難である。 

 

なお、免許保有率の推計について、担当省庁から 10 月 18 日に近年（1994～2001年）の

性別・年齢階層別の免許保有者数のデータを入手したので、最新のデータを用いたモデル

の検証結果について次回委員会（29 日）までに提出する。 
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□ 新たなデータ要求項目 

（10 月 10 日付国交省からの回答関連） 

１．最尤法における尤度関数と確率密度関数 

 

以下の統計モデルを仮定する。 

iii GG ε+= ˆ  

ここで誤差項εi は 

),0( 2σε Ni～  ……（1） 

つまり，εiは平均が 0，分散がσ2の正規分布に従う確率変数と仮定する。したがって，こ

のとき，Giも確率変数となり， 

),ˆ( 2σii GNG～   

となる。 

いま，N個のデータとして ( )Ni GGGG ,,,,, 21 LL=G  が与えられた場合を考える。

このデータの同時確率密度関数は，Giの確率密度関数が 
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となる。実現値 G に対して ),ˆ( σGf を未知パラメータ，σ，α，β， maxRate の関数と

みなすとき， ),ˆ( σGf は尤度関数と呼ばれる。 

すなわち，尤度関数 ( )max,,, RateL βασ は，簡単のためσは既知であるとすると， 
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となる。 

( )max,, RateL βα を最大化するα，β， maxRate が最尤推定値α̂，β̂， max
ˆateR となる。

最尤推定値を求める問題は 
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となる。 

 

 

２．最尤法推計のもとになった 1980 年～1993年の 25-29 歳男女別免許保有率データ。10

月 10 日付回答では「データの制約により男女別がない」との回答であったが、免許保有

率を男女別に推計し、最尤法によるロジスティック関数のパラメータ推計結果を男女別に

算出しているのであるから、推計に用いた男女別データをご提示願いたい。 

 

 10 月 10 日付回答「データの制約により男女別がない」と回答したのは、男女平均であれ

ば、「交通統計」（財団法人交通事故分析センター）のデータが近年（2000 年）まであり、

このデータを用いて現況値の再現を確認したためである。 

1980 年～1993 年は各都道府県警より男女別、25 歳～29 歳の免許保有率のデータを入手

しており、このデータを用いてパラメータ推定に用いている。 

1980 年～1993 年の男女別、25 歳～29 歳の免許保有率実績値は、以下のとおりである。 

 

表１ 免許保有率の実績値（25-29 歳、第１種・普通免許） 

出所）免許保有者数：各都道府県警データ 
 人口：国勢調査及び推計人口（総務省） 

男性 女性
1980年 77.55% 46.04%
1981年 80.14% 49.95%

1982年 82.09% 54.22%
1983年 84.09% 58.89%
1984年 84.63% 62.60%

1985年 84.05% 67.11%
1986年 85.68% 69.20%
1987年 86.33% 72.14%

1988年 86.16% 74.48%
1989年 86.53% 77.35%
1990年 88.22% 80.05%
1991年 86.90% 80.72%

1992年 87.50% 82.96%
1993年 87.55% 84.29%
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３．最尤法によるロジスティック関数のパラメータ推定結果〔表１〕の全てについて、小

数点以下５桁の詳細な数字。 

（１）RateMAXを 0.95 に設定したパラメータ推定結果 

RateMAXを 0.95 に設定したパラメータ推定結果は以下のとおりである。 

なお、将来推計に当たっては、2000 年において、交通統計（財団法人交通事故分析セ

ンター）により入手可能な男女平均の 25 歳～29 歳の免許保有率実績値に推計値が整合す

るようにβの値を補正して推計に用いている。 

 

表２ パラメータ推計結果 

 RateMAX α β 

男性 0.95 6.98997×1099 -0.11646 

女性 0.95 7.90993×10167 -0.19450 

 

 

（２）RateMAXをパラメータとして推定した結果 

表３ 10 月 10 日付国交省回答のパラメータ推定結果 

 RateMAX α β 

男性 0.99365 7.12952×1069 -0.082497 

女性 1.00770 3.24124×10136 -0.15871 

 
なお、最尤法によるパラメータ推計は、RateMAX、α、βの初期値をそれぞれ１，０，
０に設定し、尤度が最大になるようにパラメータを変化させる逐次計算を行っている。 
また、収束計算を 500 回繰り返したところで終了させている。 
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４．〔表３ 年齢階層別免許保有率〕について、1990-2030 年までの男女別実績値及び推計

値（小数点以下２桁まで）。また、10月 10 日付回答では、実績については 5 年ごと、推

計については 10 年ごとで示されたが、各年度ごとの数字を示されたい。 

 

下表の通りである。 

推計に用いた実績値は 1980-1993 年のため、1990年を示す。 

免許保有率推計値については、将来交通需要推計が 10 年間隔で行っているため、将来推

計は、2010 年、2020年、2030年の推計結果を示す。また、1990 年～2000 年においても

年齢階層を 5 歳間隔として設定した免許保有率をスライドさせて推計しているため、5 年間

隔でのみ推計可能であり、1990 年、1995 年、2000 年を示す。 

 

表４ 年齢階層別免許保有率（第一種・普通免許） 

出所）実績値：免許保有者数：各都道府県警データ 
           人口：国勢調査（総務省） 
 

 

男性

年齢階層 1990年 1995年 2000年 2010年 2020年 2030年

実績値 88.22%
推計値 89.39% 90.58% 94.30% 94.71% 94.84%
実績値 52.89%
推計値 58.12% 59.19% 60.77% 59.86% 60.88%
実績値 65.94%
推計値 70.58% 75.06% 83.83% 89.83% 93.10%
実績値 16.50%
推計値 23.14% 38.60% 47.01% 57.39% 64.22%
実績値 61.59%
推計値 65.87% 70.15% 76.18% 80.12% 83.49%

女性

年齢階層 1990年 1995年 2000年 2010年 2020年 2030年

実績値 80.05%
推計値 83.49% 87.07% 94.70% 94.96% 94.99%
実績値 44.62%
推計値 50.60% 52.17% 56.66% 55.75% 56.61%
実績値 40.24%
推計値 48.39% 56.91% 74.85% 85.83% 91.57%
実績値 0.43%
推計値 1.45% 6.68% 18.26% 39.31% 49.88%
実績値 39.39%
推計値 45.11% 50.70% 62.06% 70.57% 76.09%

③30～69歳

④70～歳

合計

①25～29歳

②16～24歳

合計

①25～29歳

②16～24歳

③30～69歳

④70～歳
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（10 月４日付け国交省からの回答関連） 

１．Ｐ３〔表１ 免許保有率の実績値と推計値〕1980－1993 年のデータによるモデルの現

況再現性の中の表について 

（１）実績値の男女別データ（小数点以下まで） 

（10 月 10 日付国交省からの回答関連）の２．（表１）に示したとおり。 

 

（２）1980-1993年も含め 1980-2000 年のモデルに基づく男女別推計値（小数点以下 2 桁

まで 

25-29歳の1980年から1993年の実績値及び1980年～2000年の推計値を以下に示す。 

 

表５ 男女別免許保有率の実績値と推計値（25 歳～29 歳、第一種・普通免許） 

出所）実績値：免許保有者数：各都道府県警データ 
              人口：国勢調査及び推計人口（総務省） 

実績値 推計値 実績値 推計値

1980年 77.55% 63.26% 46.04% 17.42%
1981年 80.14% 65.68% 49.95% 20.36%

1982年 82.09% 67.98% 54.22% 23.65%
1983年 84.09% 70.18% 58.89% 27.27%
1984年 84.63% 72.25% 62.60% 31.20%

1985年 84.05% 74.21% 67.11% 35.40%
1986年 85.68% 76.04% 69.20% 39.82%

1987年 86.33% 77.74% 72.14% 44.37%
1988年 86.16% 79.33% 74.48% 48.99%
1989年 86.53% 80.79% 77.35% 53.57%

1990年 88.22% 82.14% 80.05% 58.05%
1991年 86.90% 83.38% 80.72% 62.33%
1992年 87.50% 84.52% 82.96% 66.37%

1993年 87.55% 85.56% 84.29% 70.10%
1994年 86.50% 73.51%
1995年 87.36% 76.57%

1996年 88.14% 79.29%
1997年 88.85% 81.67%
1998年 89.48% 83.75%

1999年 90.06% 85.54%
2000年 90.58% 87.07%

男性 女性
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（３）男女別推計値から男女平均の推計値を算出する方法はどのように行ったのか。もし

男女比による加重平均であれば、その男女比の 1980－2000 年のデータ 

 

男女別の免許保有率推計値は、人口により加重平均されて男女平均値が算出される。 

25 歳～29 歳の男女別人口を以下に示す。 

 

表６ 25 歳～29 歳の男女別人口 

出所：国勢調査及び推計人口（総務省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千人）
男性 女性 男女合計

1980年 4,545 4,496 9,041

1981年 4,326 4,278 8,604
1982年 4,132 4,082 8,214
1983年 4,019 3,962 7,981

1984年 3,987 3,921 7,908
1985年 3,948 3,875 7,823
1986年 3,923 3,844 7,767

1987年 3,949 3,864 7,813
1988年 3,986 3,883 7,869
1989年 4,032 3,910 7,942

1990年 4,078 3,992 8,071
1991年 4,040 3,944 7,984
1992年 4,180 4,075 8,255

1993年 4,289 4,177 8,466
1994年 4,397 4,275 8,672
1995年 4,452 4,336 8,788

1996年 4,721 4,594 9,315
1997年 4,818 4,680 9,498
1998年 4,940 4,793 9,733

1999年 5,032 4,863 9,895
2000年 4,965 4,825 9,790
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□ あらたなデータ要求項目 

（その他） 

１、 自動車保険（自賠責）加入率を、①25～29 歳、②16～24 歳、③30～69 歳、④70

歳以上の年代別にご提示願いたい。なお、数字は小数点以下 2 桁までとされたい。 

 

 自動車保有者は自動車損害賠償補償法において自賠責保険・共済への加入を義務付けら

れているため、自動車保有台数に対する加入率は 100%と考えられる。 

 

 

２、 自動車保険（任意保険）加入率を、①25～29 歳、②16～24 歳、③30～69 歳、④70

歳以上の年代別にご提示願いたい。なお、数字は小数点以下 2 桁までとされたい。 

 

都道府県別の自動車保険および自動車共済（対人賠償）普及率を資料１に示す。普及率

の全国値は 84.8%（H13.3 末）となっている。なお、この集計における自動車共済は農協、

再共済連、自動車共済の主要 3 共済のみの合計値である。 

出典：平成 13 年度 自動車保険の概況 （自動車保険料率算定会） 

＜参考＞ 全ての共済を含めた普及率の全国値は 86.6%（H12.3末）。都道府県別集計は

なされていない。 

     出典：平成 13年 3 月 15 日付自動車保険ジャーナル 

 

注１）保険種目について 

保険契約には対人賠償以外に対物賠償、搭乗者障害、車両保険等の種目があるが、

対人賠償保険の普及率が自動車保険の普及率を示す指標として最も一般的であると

考えられる。 

注２）普及率の定義について 

平成１３年３月末時点における保有車両数に対する有効な自動車保険契約数の率

として算出している。 

注３）年代別の集計について 

免許保有者の年代別の集計はなされていない。 
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ペーパードライバー率を、①25～29 歳、②16～24 歳、③30～69 歳、④70 歳以上の年代別

にご提示願いたい。なお、数字は小数点以下 2 桁までとされたい。 

 

「ペーパードライバー」については包括的な調査結果は有していない。 

なお、参考までに財団法人全日本交通安全協会が平成７年１０月に実施した運転頻度に

係るアンケート調査の結果を資料２に示す。同資料によれば、回答者 3,162 人に対し「運

転しない」との回答が 3%、「年 2～3 回」との回答が 1.7%となっている。 

出典：平成８年３月 運転免許証のコンタクトレス ICカード化に関する調査研究報告書

（財団法人 全日本交通安全協会） 

 

 

















 

平成14 年 10月 17日 

 

 

国土交通省 殿 

 

 

道路関係四公団民営化推進委員会事務局 

 

 

 

 

 別紙の猪瀬委員の「10 月 10 日付国土交通省からの回答に対する質問」に対する回答

を提出されたい。 

 なお、回答期限は平成 14 年 10月 21日（月）までとする。 
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10 月 10 日付国土交通省からの回答に対する質問 

 

2002年 10 月 17 日 

猪瀬直樹 

□ 10 月 4 日および 10 日付国交省からの回答について 

 

（10 月 4 日付国交省からの回答） 

４、なお、猪瀬委員ご提案のケースの前提条件については、9 月 30 日の打ち合わせ

の際、実績のデータなどを資料で示しているので早急にご検討の上、回答をお願いす

る。 

（10 月 10 日付国交省からの回答） 

なお、前回回答 記の４について未だ回答を頂いていないことを申し添える。 

  

（回答） 

当方は、9 月 30 日の打ち合わせおよびこれまでの国交省からの回答を受け、「指摘をふま

えて国交省として検討しなおし、修正した正しい推計モデルにもとづいて需要予測をやり

直すべきである。誤った推計であるという指摘がありながら修正をせずに推計をつづけて、

誤った推計結果を公表すべきではないと当委員会は考える」と 10 月 7 日付で回答および要

求しており、現在も上記要求に変更はない。 

 

□ 10 月 10 日付国交省からの回答について 

 

（10 月 10 日付国交省からの回答） 

□ たったひとつの要素でピークを 10 年も引き延ばす「免許保有率」のモデルは合理的

か 

③ 猪瀬委員は国土交通省のモデルを修正する根拠として「免許保有率を含めたすべて

を現況値に固定して推計した場合には、交通需要（乗用車）のピークは 2010 年」と指摘

している。10 月 4 日国土交通省ヒヤリングの際に詳細に説明したとおり、将来の年齢階

層別の免許保有率を現況値に固定することは非現実的な想定であり、モデルを修正する

根拠として用いることはそもそも困難である。 

  

（回答） 

再三にわたり申し上げたとおり、国交省の交通需要推計における問題点をより明確にす

るために現況値固定の推計を依頼した結果、「免許保有率」がそれひとつの要素だけで 10

年も交通需要のピークを引き延ばす重要な要因になっている、という事実が判明した。 

そもそも、当方は免許保有率モデルの設定には、免許保有率最大値が 95％と恣意的に「設
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定」されていることなど、いくつかの欠陥があると感じており、現況値固定推計をやって

みた結果、モデルの欠陥が疑いのないものだという確証を得たのである。そうした経緯を

ふまえたうえで、国交省に対して委員会の場で問題点を指摘し、モデルを修正したうえで

の正しい交通需要推計を算出しなおすよう求めたところである。 

 

□ あらたなデータ要求項目 

 

 国交省は当方の疑念に対し、年齢階層別免許保有率データや最尤法によるロジスティッ

ク関数のパラメータ推定結果などを示して「恣意的な設定とは考えていない」「十分に再現

性が確保されている」「客観的なモデル設定である」などと回答している。 

しかし、当方にとっては、国交省から提出されたデータやパラメータ推計結果そのもの

に対する疑問も払拭されておらず、10月 10 日付国交省からの回答をもって、交通需要推計

が合理的であるとは言えないと考える。 

よって、10 月 4 日および 10 月 10 日付国交省からの回答に関する以下のデータを示され

たい。 

 

記 

 

（10 月 10 日付国交省からの回答関連） 

１、最尤法のときの尤度関数とそれに用いた確率密度関数。 

２、最尤法推計のもとになった 1980－1993 年の 25－29 歳男女別免許保有率データ。10

月 10 日付回答では「データの制約により男女別がない」との回答であったが、免許保有率

を男女別に推計し、最尤法によるロジスティック関数のパラメータ推計結果を男女別に算

出しているのであるから、推計に用いた男女別データをご提示願いたい。 

３、最尤法によるロジスティック関数のパラメータ推計結果〔表１〕のすべてについて、

小数点以下 5 桁の詳細な数字。 

４、〔表３ 年齢階層別免許保有率〕について、1990－2030 年までの男女別実績値および

推計値（小数点以下 2 桁まで）。また、10 月 10 日付回答では、実績については 5 年ごと、

推計については 10 年ごとで示されたが、各年度ごとの数字を示されたい。 

 

（10 月 4 日付国交省からの回答関連） 

１、P．３〔表１ 免許保有率の実績値と推計値〕1980－1993 年のデータによるモデルの

現況再現性の中の表について 

（１） 実績値の男女別データ（小数点以下まで） 

（２） 1980－1993年も含め 1980－2000 年のモデルに基づく男女別推計値（小数点以下 2

桁まで） 
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（３）男女別推計値から男女平均の推計値を算出する方法はどのように行ったのか。もし

男女比による加重平均であれば、その男女比の 1980－2000 年のデータ。 

 

（その他） 

１、自動車保険（自賠責）加入率を、①25 歳～29 歳、②16 歳～24 歳、③30 歳～69 歳、

④70 歳以上の年代別にご提示願いたい。なお、数字は小数点以下 2 桁までとされたい。 

２、自動車保険（任意保険）加入率を、①25 歳～29 歳、②16 歳～24 歳、③30 歳～69 歳、

④70 歳以上の年代別にご提示願いたい。なお、数字は小数点以下 2 桁までとされたい。 

３、ペーパードライバー率を、①25 歳～29 歳、②16 歳～24 歳、③30 歳～69 歳、④70 歳

以上の年代別にご提示願いたい。なお、数字は小数点以下 2 桁までとされたい。 

 

 以上 


